
 庁議付議事案書  

                             開催・令和 ６年 ３月２７日 

 所管部課  健幸いきいき部地域包括ケア推進課  部長 川 口 荘 一  

件 名 

東大和市介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業）の人員、設備及び 

運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する規則の一部 

を改正する規則について 区分 〇 １審議事項  ２報告事項 

関 

係 

事 

項 

 条例 

 規則 

 

 部課 

 機関 

 

１．要 旨 

介護保険法の改正に伴い、令和６年３月１５日に「介護保険法施行規則第１４０条の６３

の６第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第７１号）」の全部を改正

する件について告示されたことを踏まえ、標記規則について改正を行うものである。 

 

（１）主な内容 

①管理者の責務及び兼務範囲の明確化 

提供するサービスの質を担保しつつ、事業所を効率的に運営する観点から、管理者の責務

について、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、

管理者が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等ではな

くても差し支えない旨を明確化する。 

②身体的拘束等の適正化の推進 

身体的拘束等の更なる適正化を図る観点から、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、ま

た、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録することを義務付ける。 

③「書面掲示」規制の見直し 

事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、「書面掲示」に加え、インターネット

上で情報の閲覧が完結するよう、事業者は、原則として重要事項等の情報をウェブサイト（法

人のホームページ等）に掲載・公表しなければならないこととする。 

 

（２）施行日 

   令和６年４月１日 

 

（３）影響及び効果 

   規則の内容を改正後の国の基準に適合させることにより、東大和市介護予防・日常生活

支援総合事業の適正化に資することができる。 

 ２．経 過（現時点に至るまでの経過） 

・令和６年３月１５日  告示の公布 

  ・文書課において審査済み。 

 ３．留意事項（問題点等） 

 ４．主管部処理案（検討結果等） 

庁議終了後、速やかに改正手続きを進めたい。 

 ５．審議結果 

 注：定例庁議の場合は、金曜日の正午までに提出。 


